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研究成果の概要：
本研究では、世帯内経済関係を視点に、住宅購入が家計へ及ぼす影響を分析した 「全国。
消費実態調査」では住宅ローン返済世帯は賃貸居住世帯に比べ収入中妻の収入割合が高い
が、家計変化を動態的に捕捉可能なパネル調査では妻の就業と住宅購入に関連性があると
はいえない。パネル調査によると妻が土地・住宅の名義に含まれる割合は約２割である。
妻の名義化は購入時の妻自身の貯蓄の拠出と関連があるが、購入後に妻が就業した場合家
計への貢献が名義という形で可視化されにくい可能性が示された。
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１．研究開始当初の背景
男女共同参画社会の実現は、日本におけ

る重要な政策課題の１つである。しかし、
各種調査の結果は、男女間に様々な格差が
あることを示している。夫妻間の経済関係
について、妻と夫はそれぞれ資産形成へ同
程度貢献したと考えているが、保有の実態
では夫妻間の格差は大きい。妻は貢献認識
割合に比べ保有割合が小さい。女性と財産
に関する先行研究からは、女性にとって財

産への距離が遠いことが示されている。持
家取得を指向する社会では、保有資産の中
でも土地・住宅資産が大きな割合を占めて
いる。
住宅と家計に関する研究は、これまでに

も経済学分野、家政学分野、建築学分野等
、 、で行われているが 住宅購入の動態的捕捉

世帯（家族）内の経済関係の視点からの研
究はほとんど行われていない。
本研究では、住宅購入を動態的に捉え、



家計を世帯として一体的なものとして捉え
るだけでなく、世帯内経済関係の組織体と
捉え、ジェンダー視点で住宅購入による家
計の変化、家族へ及ぼす影響を検討するこ
とを目的とする。

２．研究の目的
本研究では、主に、以下の３点を明らか

にする。
（１）住宅の所有名義の捕捉可能性
（２）住宅購入（住宅ローンの保有）が家
計に及ぼす影響－住宅ローン返済持家世帯
と借家・借間居住世帯の比較から－
（３）パネル調査による住宅取得による夫
妻間の経済関係の変化、夫妻の住宅所有名
義の実態

３．研究の方法
（１）世帯内個人別住宅所有名義の捕捉可
能性
国勢調査、住宅・土地統計調査等既存の

住宅関連の公的調査を調査
（２）住宅購入（住宅ローンの保有）が家
計収入・支出内容に及ぼす影響
「全国消費実態調査」を用い、住宅ロー

ン返済持家世帯と住宅ローンを抱えていな
い持家世帯及び借家・借間居住世帯の収
入、消費支出額、消費構造等を比較し、住
宅ローン返済持家世帯の特徴を分析する
（借家・借間居住世帯と持家世帯の世帯主
年齢比較では持家世帯の方が世帯主年齢が
高くなり、住宅保有状況以外に世帯主年齢
が家計状況へ影響を及ぼすと考えられるた
め、世帯主の年齢階層を 歳代と 歳代30 40
に絞り、居住住宅類型別に対比 。住宅ロ）
ーン返済持家世帯の妻の収入貢献状況、住
宅ローン返済が消費に及ぼす影響の費目に
よる相違等の時系列変化を追う。
（３）住宅取得による夫妻間の経済関係の
変化、夫妻の住宅所有名義の実態
同一世帯を継続的調査対象とする消費生

活調査を用いて住宅の変化の類型を作成
し、住宅購入前と購入後の家計の変化につ
いて、消費内容だけでなく世帯人員別の消
費構造、貯蓄額等の変化を動態的に捕捉す
る。さらに、購入した住宅資産の所有名義
区分と夫妻それぞれの資産形成への関与の
関係を明らかにする。

４．研究の成果
（１）住宅所有名義の調査
国勢調査、住宅統計調査(現住宅・土地

統計調査)、住宅需要実態調査の住宅所有
名義に関する調査項目の調査結果：住宅・
土地統計調査で 年以降名義人が調査1988
されているが、世帯内外の識別のみで世帯

内の特定はなされていない。
住宅所有の直接的調査ではないが、贈与

税対象者の親族内での住宅の贈与状況が国
税統計により捕捉可能である。夫妻間、親
子間の住宅関係の贈与の場合、特別な控除
が認められている。配偶者控除の利用人数
は 年前後のバブル景気に突出した後、90
徐々に減少している。 年に創設された84
住宅取得資金の贈与の特例・控除の利用
は、不動産価格高騰期には利用者数が停滞
していたが、配偶者控除の人数推移とは逆
に、その後市街地価格指数が低下する中、
利用者人数が増加している。 、 年に97 98
は一旦減少するが、その後再び住宅取得資
金贈与の特例制度廃止の 年末まで概2005
ね増加傾向にある。贈与税の特例制度の利
用からは、夫妻間の移転（主に夫から妻へ
の移転と推測される）から親子間への移転
へシフトしている可能性が示唆される。

（２）国勢調査と全国消費実態調査対象者
の住宅所有状況比較
２つの調査の住宅所有状況について、年

齢上昇に伴い持家率が高くなり、 歳代50
後半には持家率が 割を超える概ねの傾向8
は共通しているが、詳細に比較すると、世
帯主年齢 歳未満の年齢層では全国消費70
実態調査の方が持家率が高く、民営賃貸の
割合が低い。特に、世帯主年齢層が比較的
若い層では相対的に乖離が大きい。世帯主
年齢の若い層では、全国消費実態調査は国
勢調査に比、特に民間賃貸の割合が低く、
持家、公営賃貸、給与住宅の割合が高い。
（３）全国消費実態調査対象者の世帯主コ
ーホート別住宅所有状況

年以降の５回の全国消費実態調査1984
1984 1989 1994 1999 2004（ 、 、 、 、年 年 年 年
年）により、コーホート別に年齢別の住宅

30 34所有状況の変化の相違を捉えた。 ～
歳に注目して所有状況の変化を追うと、住
宅ローン返済持家世帯割合は ～ 年1950 54
生まれコーホートから ～ 年生まれ1960 64
コーホートにかけて低下していたが、その
後のコーホート以降は上昇傾向にあり、



年から 年までの 年間で住宅購1994 2004 10
入年齢が早まりつつある。 ～ 歳の場35 39
合にも、 ～ 歳ほど明確ではないもの30 34
の 年時点でその年齢層に該当するコ1994
ーホートが反転ポイントとなる 字型をV
示している。市街地価格が低下傾向にある
ことに加え、住宅取得資金の贈与税特例の
利用が比較的若い層での住宅取得（その後
の住宅ローン返済）につながっている可能
性が考えられる。

（４）住宅所有状況別家計比較
年以降の５回の「全国消費実態調1984

査」を用い、世帯主年齢 、 歳代の借30 40
家・借間居住世帯、住宅ローンを抱えてい
ない持家世帯と住宅ローン返済中の持家世
帯との比較を行い、住宅ローン保有が家計
に及ぼす影響の経時的変化を分析した。

歳代、 歳代の 時点いずれも、住30 40 5
宅ローン返済持家世帯は、借家・借間世帯
に比べ世帯年収が 倍程度高く、収入の1.3
高さが住宅購入を可能にしたと考えられ
る。住宅ローン返済持家世帯の妻の収入割

、 、合は 借家・借間居住世帯に比べると高く
妻の収入が住宅取得につながっている可能
性が示唆される（但し世帯主年齢 歳代30
の住宅ローン返済持家世帯と借家・借間居
住世帯の妻の収入割合の差は縮小してい
る 。住宅ローン返済持家世帯の平均消費）
性向は住宅ローンなし持家世帯、借家・借
間世帯に比べ低いが、消費支出を「可処分
所得から土地家屋借入金返済を差し引いた
金額」で除した額で「修正平均消費性向」
を求めると 年以降のいずれの年も住1984
宅ローンなし持家世帯、借家・借間世帯よ
り高くなり、家計の余裕度は低い（但し、
時系列では低下傾向にある 。 年のバブ） 89
ル期には 「修正平均消費性向」は 歳代、 30
では 、 歳代では であり、住宅ロ97 40 103
ーン分を除くと全く貯蓄の余裕はない。消
費面では、世帯人員数を考慮した等価支出
額を比較した結果、住宅ローン返済持家世
帯の値は当該年齢階層全体平均と同程度で
あり、費目別の支出を圧縮しているとはい
えない。家具・家事用品費、教育費では、
年齢階層全体平均に比べ住宅ローン返済持

家世帯が高い傾向がみられる。住宅ローン
返済持家世帯では住宅購入に際し頭金で貯
蓄を使った世帯も多いと考えられるが、貯
蓄現在額は借間・借家居住世帯と遜色ない
（ 年の 歳代では対借間・借家居住2004 40
世帯比全世帯 、勤労者世帯 であ1.00 0.94
るが、それ以外では１超）が、貯蓄現在額
対年収比では、住宅ローン返済持家世帯は
１倍前後で借間・借家居住世帯に比べ低
い。また、貯蓄現在高対年収比は 年1989
以降微増傾向にあるものの変化率は小さ
い。一方、負債現在高対年収比は増加傾向
にあり、 年には 歳代 倍、 歳1989 30 1.5 40
代 倍であったが 年には 歳代で1.1 2004 30
は 倍、 歳代では３倍を超える。住宅2 40
用途の市街地価格指数は 年以降前年比92
マイナスとなったが、負債額は 年から89
の 年間で倍増し、年収は伸び悩み、特10
に世帯主年齢 歳代の負担が増加傾向に30
ある。

（５）パネル調査による住宅取得による夫
妻間の経済関係の変化、夫妻の住宅所有名
義の実態
①調査対象者の住宅の変化の類型
「消費生活に関するパネル調査」((財)

家計経済研究所)の 年間( 年から14 1993
年)の調査を用い、 年調査まで回2006 2006

答が継続している調査対象者中、調査期間
通じ有配偶継続者、調査期間中に結婚した
者 人を観察対象として抽出した（コ1216

A :1993ーホート別内訳は以下の通り：( )
24-34 680 B :1997 24-27年に 歳 人、( ) 年に
、 ）。歳 人 ( ) 年に 歳 人203 C :2003 24-29 333

29.4住宅の変化は、持家継続が最も多く
％、ついで新規購入が ％を占める。26.9
借家継続は ％である。買い換え（持16.8
家から別の持家に変化 、持家から借家に）
変化した世帯が各約１割を占める。住宅に
変化がなかった世帯、変化した世帯がそれ
ぞれ約 ％ずつを占めている。新規購入50
者の配偶関係変化については、有配偶継続

230 97の者が 、調査期間に結婚した者が
と有配偶継続者が 割を占めている。7
②住宅購入世帯の属性
住宅購入世帯の世帯・家族属性には特徴



があるのか、他の住宅変化の類型と比較を
行った。属性については主に初年と 年14
目の属性を取り上げた。結果は以下の通り
である。居住地域では持家継続は町村割合
が相対的に高いが、購入者と借家継続間で
は相違はない。購入者、持家継続、借家継
続間の妻年齢について、持家継続は購入者
に比べ高いが、購入者と借家継続間では差
があるとはいえない。この３者の妻の結婚

。 、年齢には差はみられなかった 夫年齢では
各コーホートで持家継続の年齢が高い傾向
がみられたが、購入者と借家継続間には差
があるとはいえない。住宅変化により家族
構成は異なっており、持家継続では親との
同居割合が高く、借家継続では親等との同
居は極めて低い。 年の平均子ども数2006
は から 人で住宅変化による相違は2.1 2.3
ない。夫学歴には居住変化と線形的な関係
がみられるが、妻学歴にはみられない。初
年の妻の就業状況について、持家継続と買
換では約半数が就業しているが他の２つで
は約 ％と低い。 年にはいずれの住25 2006
宅変化でも就業化し ％台の就業率であ60
る。初年にはともに借家居住の新規購入と
借家継続の妻の就業状況はほぼ同様の変化
である。結婚から年数を経て妻が就業化し
ているが、妻の就業化と住宅購入との関連
について、本分析からは妻の就業が住宅購
入を促進した、また、住宅購入が妻の就業
を促進した、とはいえない。
③住宅購入前後の家計支出変化
住宅購入世帯について、各対象世帯の住

宅購入前年と購入した年の家計の変化を捉
えた。生活費、貯蓄、ローン返済の合計で
ある家計費（ 月１カ月分）の変化では、9
前年の 万円から購入年には 万円34.1 35.8
へと 万円、対前年比 ％増加してい1.7 5.0
る（なお、 年から 年までの対前1994 2006

-0.04年消費者物価指数変動率の平均値は
％であり、物価変動の影響は無視しうると
考えられる 。住宅を購入したとはいえ急）
に所得を増加させることは容易ではなく、
支出合計はほぼ前年並みを維持している。
「全国消費実態調査」の世帯主 、 歳30 40
代の住宅所有状況別の平均消費性向では、
住宅ローンのある持家世帯の場合、 歳30
代では約 、 歳代では から であ70 40 75 80
るが 「消費生活に関するパネル調査」デ、

72.7 58.1ータでは、購入前が 、購入後が
であり 「全国消費実態調査」に比べ平均、
消費性向が低い。支出の内訳では、住宅ロ
ーンを内容に含むローン返済が 万円か2.4
ら 万円へと大幅に増加し、生活費が8.4

万円から 万円へと縮減している。24.8 20.5
生活費削減の大部分は家賃が主な内容と考
えられる住居費であり、ローン増加分を代

替している。貯蓄は 万円から 万円6.9 6.4
へと減少しているが、減少幅は約 千円と5
小さい。購入した年においても、支出額の

％と２割近くの貯蓄を維持している。18.1
住宅購入による家計変化として、一定の貯
蓄を維持しつつ、生活費とローン返済の間
での構造変化である。家計費の変化では、
家賃等の住宅費が住宅ローン返済に置き換
わるものの、住宅購入が家計構造に大きな
変化を与えているとはいいがたい。
住宅購入では、頭金を蓄え購入すること

が多く、貯蓄の引き出しが行われる。有配
偶継続者について、住宅購入前後の貯蓄の
変化を追うと、世帯貯蓄平均額は 万415.5
円から 万円へ 万円の引き出し237.9 177.6

119.8が行われている 妻分の貯蓄平均額は。
。 、万円から 万円に減少している 世帯72.1

妻分ともに約４割減少している。
家計管理の類型は変化しているのだろう

か。有配偶継続世帯の購入前年、購入年、
購入翌年の２年間の変化を追跡した。家計
管理類型は夫妻妻の就労パターンと関係す

38.5 46.2るが２年間で共稼ぎ割合が ％から
％へと増加しており、共稼ぎ化している。
共稼ぎの場合の家計管理類型の変化では、
購入前年から購入年にかけて夫妻それぞれ
の収入を一括して管理する一体型の割合が
約 ％ポイント増加し、夫妻それぞれが10
収入の一部を共通部分に拠出する拠出型が
６％ポイント減少している。片稼ぎの場合
には、２年間委任型が約４分の３を占め、
あまり変動していない。共働きの場合には
夫妻の収入をあわせて管理する一体型が増
加しており、住宅ローン返済が家計の共同
性を高めた可能性が示唆される。
④夫妻の住宅・土地所有名義
金額としては相対的に小さいが、妻の貯

蓄も世帯貯蓄と同程度の割合減少してい
る。住宅購入に際し、妻も何らかの拠出を
していると考えられるが、住宅の名義は誰
のものになっているのだろうか。住宅と敷
地それぞれの名義人の状況を時系列で追っ
た。全期間を通じ、住宅、土地ともに夫名
義である割合が高い。購入時期により変動

、 、しているが 全期間通じた名義人分布では
住宅、土地とも約６割が夫のものである。
妻のみが名義である割合は極めて低いが、
夫と妻の共同のものをあわせると、住宅で
は約２割で妻も所有している。敷地では、
その割合はやや低く約 ％である（この15
他、親との共同名義の場合に「夫または妻
と親」と尋ねているため、妻が所有に関わ

）。っている分も含まれている可能性がある



図４には妻名義と妻と夫の共同名義の割合

の合計値の推移を示している。前後３年の
移動平均でスムージングしたものでみる
と、住宅は 年までは上昇し、 年2000 2001
以降低下傾向にある。敷地では、 年2004

、 。まで上昇していたが その後低下している
購入時点が最近の方が若いコーホートの割
合が高くなり、 年から 年の住宅2000 2003
購入世帯の３割前後を コーホートが、B
2004 C年以降は住宅購入世帯の４割以上を
コーホートが占めている。コーホートごと
に妻名義または妻と夫の共同名義にしてい
る者の割合が異なり（今回の分析ではその

A C 20 B理由は未探求 と は ％であるが）、 、
は ％であるため、 コーホート割合を27 B
比較的多く含む時期に妻名義または妻と夫
の共同名義の割合が高くなっている。
土地・住宅の所有名義と貯蓄の購入前後

の変化の関係について、妻名義または妻と
夫の共同名義にしている場合とそれ以外の
場合を比較する。世帯貯蓄の購入前後の変
化では、名義に妻が含まれる場合は 万-359
円、それ以外の場合は 万円である。本-91
人貯蓄の購入前後の変化では、名義に妻が
含まれる場合は 万円、それ以外の場合-146
万円である。妻を名義に含む場合、世+2

帯貯蓄の変化も大きいが、妻自身の貯蓄の
取り崩しが名義につながっていると考えら
れる。
第１回調査からの継続対象者の妻の就業

変化と土地・住宅の所有名義の関係を分析
した。第１回目( 年)調査と第 回目1993 14
（ 年）調査の妻の就業状況変化別に2006
名義に妻が含まれる割合を比較すると、就

、 、 、業継続 ％ 無業化 ％ 就業化 ％29 28 17
無業継続６％である（就業変化の分布：就

、 、 、業継続 ％ 無業化 ％ 就業化 ％29 14 40
無業継続 ％ 。当初就業していた場合に17 ）
は無業化していても就業継続と同程度に妻
名義化しているが、途中で就業した場合に
は妻名義化割合が低い。本分析では就業化
の時点と購入時期の関連は捉えておらずさ

らに詳細な分析が必要であるが、途中で就
業化した場合には妻の名義につながりにく
い。先述の家計費の分析からは妻の収入が
妻自身の支出に振り向けられたとは考えに
くく、就業化は就業変化として最も多い類
型であるが、家計への貢献が土地・住宅資
産という「結果」に結びつきにくい可能性
が示された。

以上、本研究では、世帯内経済関係を視
点に、住宅購入が家計へ及ぼす影響を分析
した 「全国消費実態調査」では住宅ロー。
ン返済持家世帯は借家・借間居住世帯に比
べ収入中妻の収入割合が高いが、家計変化
を動態的に捕捉可能なパネル調査では妻の
就業と住宅購入に関連性があるとはいえな
い。パネル調査によると妻が土地・住宅の
名義に含まれる割合は約２割である。妻の
名義化は購入時の妻自身の貯蓄の拠出と関
連があるが、購入後に妻が就業した場合家
計への貢献が名義という形で可視化されに
くい可能性が示された。
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